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～環境保護と地方自治体の役割～�

自治労八王子市職員組合	
  
　　　　　笹川　勝宏	
  



	
  

　大量生産、大量消費、大量廃棄の使い捨ての生活スタイルから、
ライフスタイルを見直し、廃棄物の発生抑制（リデュース）、再使用
（リユース）を優先する『３Ｒ(リサイクルを含む）』の推進に基づく循
環型社会の構築が必要である。	
  
　行政による廃棄物処理は、あたりまえのように毎日繰り返されてい
るが、今後、継続した環境保全型の廃棄物の適正処理が必要不
可欠であるとともに、環境保全・循環型社会・福祉社会などの時代
の変化に対応しなければならないことを踏まえると、廃棄物行政の
あり方を真剣に考えていかなければならない。	
  
　現場での経験を踏まえ、自治体における廃棄物行政について労
働組合の立場から現状と課題を明らかにし、さらに、収集業務の改
革を通じて高齢者福祉などとの接点を形成した取り組みを紹介し、
市民との関係と行政の役割をともに考えていきたい。�

環境保護と地方自治体の役割�
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八王子市の概要�

八王子市は、東京都心から西へ約40キロメートル、新宿
から電車で約40分の距離に位置しています。地形はお
おむね盆地状で、北・西・南は海抜200メートから800メー
トルほどの丘陵地帯に囲まれ、東は関東平野に続いて
います。�
　大正6年の市制施行から90年を経た現在は人口5６万
人の多摩地区の中核都市�
として、21の大学を抱えた�
学園都市として、発展を続�
けています。�
�



	
  
　１９００年に伝染病の蔓延を防ぐために制定された汚物掃除法が	
  
　元となっており、このときに、ごみ収集が市町村の事務として位置	
  
　付けられている。	
  
	
  
　　　・１９５４年に清掃法に改正された。	
  
　　　・１９６０年代になると、経済の高度成長に伴って、大量消費、大量廃棄による	
  
　　　　ごみ問題が顕在化した。また、ごみ焼却場自体が公害発生源として、問に	
  
　　　　なってきた。	
  
　　　・１９７０年の公害国会において、清掃法全面的に改める形で廃棄物の処理及	
  
　　　　び清掃に関する法律が成立した。	
  
　　　・１９７６年には改正され、『措置命令規定の創設』、『処理記録の保存』、『敷地	
  
　　　　内埋立禁止』などが定められた。	
  
　　　・１９９０年代には、大きく３回の改正が行われた。	
  
	
  
	
  

　　	
  

廃棄物の処理及び清掃に関する法律�



清掃事業のあゆみ�
大正５年　　　塵芥収集業者による、希望家庭の収集開始	
  
大正１０年　　収集業務を直営とし、埋立処理及び飼料とする	
  
大正１２年　　焼却場建設８ｔ（２基４ｔ/日）	
  
昭和３７年　　第二焼却場建設７６ｔ（２基３８ｔ/日）　手車収集がなくなる	
  
昭和３９年　　不燃ごみ収集を始める	
  
昭和４２年　　第三焼却場建設１８０ｔ（２基９０ｔ/日）　ポリ容器収集開始	
  
昭和４９年　　戸吹清掃工場稼働（１２０ｔ/日×２基）	
  
昭和５１年　　不燃ごみ収集全面委託	
  
　　　　　　　　  粗大ごみの申告による収集を実施	
  
昭和５６年　　館清掃工場稼働３００ｔ（１５０ｔ/日×２基）	
  
昭和６０年　　可燃ごみ全市週３回収集開始	
  
平成　３年　　館清掃事業所多摩ニュータウン分室開設	
  
平成　４年　　戸吹不燃物処理センター稼働	
  
平成　６年　　可燃ごみ週２回収集に変更	
  
　　　　　　　　  古紙（新聞・ダンボール・雑紙）分別回収開始	
  
　　　　　　　　  北野清掃工場稼働１００ｔ（１００ｔ/日×１基）	
  
　　　　　　　　　　　　　　　　	
  
	
  



　　　　　　　  空きびん分別回収開始	
  
　　　　　　　  空きびん分別回収開始	
  
　　　　　　　  戸吹最終処分場埋立完了	
  
　　　　　　　  谷戸沢処分場搬入開始	
  
平成１０年　新戸吹清掃工場稼働３００ｔ（１００ｔ/日×３基）	
  
　　　　　　　  多摩清掃工場４００ｔ（２００ｔ/日×２基）　八王子市・多摩市・町田市　	
  
　　　　　　　  谷戸沢処分場搬入終了	
  
　　　　　　　  二ツ塚処分場搬入開始	
  
　　　　　　　  空き缶分別回収開始	
  
　　　　　　　  古着・古布分別回収開始	
  
平成１１年　館清掃工場俳ガス処理設備の改善（ダイオキシン等）	
  
平成１３年　可燃ごみ収集の２人乗車実施	
  
平成１６年　ごみの有料化・戸別収集実施	
  
平成１８年　ふれあい収集の開始　	
  
平成１９年　粗大ごみ受付センター開設（粗大ごみポイントシール制導入）	
  
平成２２年　プラスチック資源化　資源物の戸別収集実施	
  
　　　　　　        館清掃工場稼働停止　　　　　　　�



家庭系ごみ・資源物処理の流れ�
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家庭系ごみの組成割合�

【可燃ごみ】� 【不燃ごみ】�

１５．０％	
  
資源化可能�

１４．３％	
  
資源化可能�

容器包装�
プラスチック�
14.3�

３７．４％	
  
燃やせるごみ�

平成２３年度における家庭系ごみの組成割合（％）�



事業系ごみの組成割合�

【可燃ごみ】�

平成２３年度における事業系ごみの組成割合（％）�

２０．８％	
  
資源化可能�



循環型社会に向けた国や都の動向	
  
八王子市の計画の位置づけ�



循環型社会に関する法体系�



	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

 

八王子市ごみ処理基本計画 

リサイクルマスコット「クルリ」です	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

持続可能な社会  

循環型社会   ⾃自然共⽣生社会*  

低炭素社会  

安全が確保される社会  



基本方針�
* 基本方針は、市民及び事業者と市の協働の視
点を盛り込み、　３Ｒを基本原則に設定している。�

 

市民及び事業者と	
 

市の協働した	
 

取り組みの推進	
 

基本方針１  

市民及び事業者による

再使用・リサイクルの

促進	
 

	
 

基本方針３  

ごみを発生させない	
 

取り組みの促進	
 

基本方針２  

資源・エネルギーの	
 

有効利用の推進	
 

基本方針４  

安全・安心で安定・	
 

継続的な処理の確立	
 

基本方針５  



基本方針１�
市民及び事業者と市の協働した取り組みの推進�

１．ごみの減量・資源化のための協働	
  
　　した取り組み	
  

２．人材育成のための取り組み	
  

３．まちの美観の確保�

施策�



基本方針１�
市民及び事業者と市の協働した取り組みの推進�

□リサイクル推進員への協力	
  
□環境市民会議やエコひろば等の活用	
  
□地域の清掃等への協力	
  

□清掃指導員による指導への協力、情報の活用	
  
□事業者団体等を通じたごみの減量・資源化の取り組み	
  
　への参加	
  
□講習会・研修会等への参加	
  

□町会・自治会や環境市民会議等との協働	
  
□ごみゼロ社会推進協議会等との連携	
  
□清掃指導員、分別指導員による情報提供・指導�

三者の主な取り組み�

市
民

事
業
者

市



基本方針２�
ごみを発生させない取り組みの促進�

１．家庭系ごみのさらなる減量	
  

２．事業系ごみのさらなる減量	
  

３．ごみの減量・資源化への取り組みが評価される	
  
　　しくみ作り	
  

４．持込ごみの処理手数料の見直し	
  

５．ごみの減量・資源化に向けた	
  
　　意識の高揚と行動の促進　　　	
  

�

施策�

重点	
  
取り組み	
  
①�



基本方針２�
ごみを発生させない取り組みの促進�

□不要な包装の辞退	
  
□詰め替えや繰り返し使用できる製品の購入	
  
□マイバックやマイ箸、マイボトル等の利用	
  

□市の配布する事業者向けガイドブックなどの活用	
  
□マイバック持参運動への協力（レジ袋削減）	
  
□販売店での簡易包装の推進	
  

□イベントやキャンペーンを利用した啓発の実施	
  
□事業者への訪問指導の拡大	
  
□優良活動や率先行動に対する報奨制度の等の検討�

三者の主な取り組み�

市
民

事
業
者

市



基本方針３�
市民及び事業者による再使用・リサイクルの促進�

１．市民による再使用の促進	
  

２．集団回収の促進	
  

３．店頭回収の促進	
  

４．生ごみの減量・資源化の地域特性に	
  
　　応じた取り組み�

施策�

重点	
  
取り組み	
  
②�



基本方針３�
市民及び事業者による再使用・リサイクルの促進�

□フリーマーケット、リサイクルショップの積極的な活用	
  
□子ども会等による資源物の集団回収の実施、協力	
  
□ダンボールコンポスト等の利用	
  

□再使用可能な容器を使った商品の販売	
  
□店頭回収の実施	
  
□食品リサイクル法による生ごみの資源化	
  

□フリーマーケット、リサイクルショップの情報提供	
  
□資源物の集団回収の促進	
  
□生ごみの減量・資源化のための支援�

三者の主な取り組み�

市
民

事
業
者

市



基本方針４�
資源・エネルギーの有効利用の推進�

１．事業系ごみのさらなる資源化	
  

２．新たな資源化事業への取り組み	
  

３．不燃ごみの資源化	
  

４．エネルギーの有効利用の促進	
  

施策�



基本方針４�
資源エネルギーの有効利用の促進�

□ごみと資源物の適正排出、分別の実施	
  
□剪定枝の資源化事業への協力	
  
□小学校での廃食用油資源化事業への参加	
  

□ごみと資源物の適正排出、分別の実施	
  
□紙資源ストックヤードの利用	
  
□自主的な資源化の推進	
  

□剪定枝の資源化事業の検討	
  
□焼却施設での熱エネルギーのさらなる有効利用	
  
□不燃ごみの資源化の促進（小型家電含む）�

三者の主な取り組み�

市
民

事
業
者

市



基本方針５�
安全・安心で安定・継続的な処理の確立�

１．収集・処理システムの整備	
  

２．不法投棄や資源物の持ち去り対策	
  
　　等の強化	
  

３．ごみ処理の基盤となる	
  
　　処理施設の更新	
  

施策�

重点	
  
取り組み	
  
③�



基本方針５�
安全・安心で安定・継続的な処理の確立�

□処理困難物や在宅医療廃棄物の適正排出	
  
□不法投棄を防止するための監視、通報の協力	
  
□町会、自治会による資源物の持ち去り対策への協力	
  

□各種リサイクル法の遵守	
  
□処理業者による処理困難物、在宅医療廃棄物の適正排出	
  
□適正な収集運搬業者の選出	
  

□収集体制の効率化やふれあい収集によるサービスの向上	
  
□不法投棄対策や資源物持ち去り対策の強化	
  
□災害に備えた処理体制の構築�

三者の主な取り組み�

市
民

事
業
者

市



人口の推移�



ごみ排出量等の実績と目標�





技能労務職の賃金は同じ仕事をしている民間労働者より
もはるかに高い、高い賃金に見合った仕事はしていない。	
  

技能労務職の担っている仕事は公務員がやる必要がなく、
より安上がりな民間企業などでも同じ仕事ができるはずで
ある。	
  

技能労務職を取り巻く危機的状況�

技能労務職　地方公務員法５７条　単純作業	
  

合理化・業務委託が進められる	
  

１９８６年　２８万２０５人⇒２０１１年　１３万８９７７人	
  



職場からの発信�
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「付加価値をつける＝自分たちの労働条件の悪くする」という
認識をする組合員	
  

技能労務職の仕事に付加価値をつけることの必要性を検討	
  

組織を活性化させる施策の提案を当局側と交渉	
  

市民サービスを充実させるためには、現場からの政策参加が必要
不欠であると労使共通認識のもと、その後も必要に応じて同協議
会を開催し理事者と直接政策を協議することとなった。�

２０００年春闘において地方分権推進や市財政の確立に向けて労
使による政策協議の重要性を主張し、市長も出席する労使間の政
策協議機関として設置�

２０００年１２月『地方分権推進・財政確立労使協議会』を設置	
  



	
  
	
  
	
  
�

２００１年可燃ごみ収集が３人体制から２人体制へ�

１台の収集車に車両係１名と業務係２名、計３名乗車体制を原則で作
業が行われていた。	
  

職場協議の結果、情勢を考えれば仕方ないとの判断	
  

単に、ごみを収集しているだけでは、生き残れないかも知れないと実
感せざるを得なかった。	
  

行政改革が盛んな時代、民間委託が進めば職場がなくなるとの不安	
  

市当局より２名乗車の提案	
  

係の垣根を越えて相互の役割を担うことの確認をした	
  



	
  
	
  

２００４年１０月ごみの有料化・戸別収集を実施�

最終処分場の逼迫により、多摩地域での、ごみ
減量に向けた有料化の動き	
  

２００３年９月、組合との協議もなくプレス発表	
  

協議や検討もされないままの決定に反対姿勢	
  

しかし、市民に発表した以上、現実問題として対
応せざるを得ない状況に追い込まれた。	
  

労使で『清掃事業あり方検討会』を立ち上げ協議	
  

労働条件と政策協議の二本柱	
  



　	
  
	
   現場職員による市民への説明	
  

町会・自治会説明会　１７００回	
  

地域実態を把握した現場職員	
  

戸別収集の対象となる住宅へ１軒１軒訪問	
  

ごみ出しする位置の確認と趣旨説明	
  

自分たちの仕事の問題点を知るきっかけになる	
  



現場の職員が市民からの苦情や質問に、その場で答えてい
くことで、市民との関係性を築き上げられた�

管理職対応は市民から批判（融通が利かない・現状を知らない）�

現場の職員の自信ややりがいとるながった�

有料化・戸別収集の実施に合わせて、現場職員全員に現場で
の、ごみや資源の分別・指導・助言の資格が与えられた。	
  
市の組織としても、現場主義の体制が整えられた。	
  
単なる収集作業だけでなく、市民とのコミュニケーションがとれ
る職員になった。�





　�

　�
２００５年７月、新しい地方自治、市民協働の時代にふさわしい職員
のあり方・働き方を検討し、人事・給与制度として構築した。目指
すべき方向性として、行政職の職種・職域の再構築および技能労
務職の新たな職域・職制の構築を労使で確認した。	
  

２００７年１２月、『地方分権推進・財政確立労使協議会』で技能労
務職の脱単純労務職化の進むべき方向を労使共通認識として確
認した。�



２００７年１０月粗大ごみポイントシール制導入の提案�

従量制の廃止により直営収集の意義がない�

収集の民間委託化�

収集経験を活かしての粗大ごみ受付業務への転換�

生活保護受給者・高齢者世帯への対応�

粗大ごみ受付センターを清掃事業所及び清掃工場との調整
機能を持った、ごみに関する総合的な相談・対応窓口とする
『ごみ総合センター』とし、課に位置づける。また、現場主義に
基づく『ごみ処理基本計画』実現のための施策展開をしていく。	
  
�



ごみ減量対策課の行政職が現在担っている業務範囲を見直
し、役割分担及び連携体制の再構築をして行う。�

センター中心として各部署の職員が情報の共有化と共通認
識を持って業務に当たれる体制を整備していくとともに、市民
及び民間事業者との役割分担と質を維持する管理体制の構
築等より効率的な事業展開をしていく。	
  
�

常に現場の状況、実態を踏まえるという感覚・意識を持って、
資源循環型社会の形成に向け、市民及び事業者の意識向上	
  
と市民協働の推進を図っていく。�





	
  
	
  

２０１０年１０月容器包装プラスチック資源化拡大�

可燃ごみは有料化以降、約３０％の減量を維持してい
たが、不燃ごみは増加傾向にあり、組成分析の結果を
見ると６０％がプラスチックであった。	
  

２００９年労使で検討会を立ち上げ協議	
  

自分たちの仕事に付加価値をつけることができる仕
事、市の職員だからこそできる仕事	
  

現場職員の学習会	
  

市当局に逆提案し、可燃ごみ収集からプラスチック収
集に転換	
  



　	
  
	
  

現場職員による市民への説明	
  

モデル収集実施	
  

収集時の指導・啓発	
  

容器リサイクル法に基づく回収・品質の高い
プラスチックの回収の実現	
  

容器包装プラスチックの収集を通じて現場職員全、資源化の
意識や環境に関する意識が向上した。	
  
単なる収集作業だけでなく、市民とのコミュニケーションがとれ
る職員になった。�



ふれあい収集の実施�

２０００年頃から組合が市当局に提案す
るも、それは福祉事業にあたるとして市
当局は、その必要性を否定した。	
  

有料化・戸別収集の実績が評価されて、
２００６年７から実施�

介護保険法に基づき	
  
要介護４・５	
  
身体障害者手帳１、２級	
  
市長が認めたもの�









自治労現業評価委員会�

・住民と自治体にインターフェースである	
  
	
  
・専門性を活かした現場力・実践力の発揮	
  
	
  
・縦割り行政を払拭する総合性の発揮�

自治労では、『現業活性化』による仕事改革と、それによる社会の
中での『職の確立』をいっそう力強く進めるため、２００９年現業アク
ションプランを作成�



ご静聴ありがとうございました。�


